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1908年、フランク・
パ ソンズがボストパーソンズがボスト
ン市民館で職業カ民
ウンセリングを開始

するする。

1909年、フランク・
パーソンズ『職業のパ ソンズ『職業の
選択』を著わす。



1919年、大阪市立児童相談所にて職業相談が始まる。1919年、大阪市立児童相談所にて職業相談が始まる。

年 「 童 紀

1921年頃の大阪市立児童相談所

1922年、「大阪市立児童相談所紀要」発行される。





学習指導要領とは何か

学校教育における各教科 道徳 特別活動 総 学校教育における各教科、道徳、特別活動、総
合的な学習の時間など教育計画に盛り込む内
容の総体を容の総体を…。

 「教育課程」と呼んでいる。

「教育課程」編成の基準が学習指導要領である 「教育課程」編成の基準が学習指導要領である。

 学習指導要領はほぼ10年ごとに改訂されてい
るる。



学習指導要領告示までの流れ学習指導要領告 ま 流れ

 2006年12月 教育基本法改正 2006年12月 教育基本法改正

 2007年 6月 学校教育法一部改正

 2008年 1月 中央教育審議会答申「…学習指導要
領等の改善について」領等の改善に て」

 2008年 3月 新学習指導要領（小・中）告示

 2008年 ７月 教育振興基本計画 2008年 ７月 教育振興基本計画

 2009年 3月 新学習指導要領（高）告示



教育基本法の改正（2006年12月）の特徴教育基本法 改 月 特徴

教育の目標として「職業及び生活との関連を重 教育の目標として「職業及び生活との関連を重
視し、勤労を重んずる態度を養うこと」を示した。

義務教育 的を「 家 び社会 成者と 義務教育の目的を「国家及び社会の形成者とし

て必要とされる基本的な資質を養う」とした。

 「生涯学習の理念」（第三条）、「家庭教育」（第十条）や

「幼児期の教育」（第十 条）に関する条項を加えた「幼児期の教育」（第十一条）に関する条項を加えた。



学校教育法一部改正 （2007年6月）学校教育法 部改

義務教育の目標のひとつに「職業についての基 義務教育の目標のひとつに「職業についての基
礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個
性に応じて将来の進路を選択する能力を養う」性に応じて将来の進路を選択する能力を養う」
が入る。

「将来 進路を 択する能 を養う を 標 ⇒「将来の進路を選択する能力を養う」を目標に
掲げたことで、小学校教育が中学校、高校教育
と進路指導 分野 なが たと進路指導の分野でつながった。



中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、
高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について （2008年1月の改善について」 （2008年1月）

 将来子どもたちが直面するであろう様々な課題に

柔軟かつたくましく対応し、社会人・職業人として柔軟か たくましく対応し、社会人 職業人として

自立していくためには、子どもたち一人一人の勤

労観 職業観を育 るキ リ 教育を充実する必労観・職業観を育てるキャリア教育を充実する必

要がある。



新学習指導要領告示（小・中）（2008年3月）

「確 着

新学習指導要領告示（小 中）（ 年 月）

 「確かな学力」定着のため、授業時数、学習内容
が増加した。

道徳性 育成 体験 体験が例 道徳性を育成する体験活動として職場体験が例
示された。

総合的な学 時 業 自 将来 総合的な学習の時間に職業や自己の将来に関
する学習活動が例示された

特 動 お 関係 成が強 され 特別活動において人間関係の形成が強調され
た。



教育振興基本計画（2008年7月）教育振興基本計画（ 年 月）

勤労観 職業観や知識 技能をはぐくむ教育 勤労観・職業観や知識・技能をはぐくむ教育
（キャリア教育・職業教育）の推進

ども 勤労観 社会性を養 将来 子どもたちの勤労観や社会性を養い，将来の職
業や生き方についての自覚に資するよう，経済
体 など 協 を得 係府省団体，ＰＴＡ，ＮＰＯなどの協力を得て，関係府省

の連携により，小学校段階からのキャリア教育
を推進するを推進する。



新学習指導要領告示（高校）（2009年3月）新学習指導要領告示（高校）（2009年3月）

第 款教育課程の編成 実施に当た て配慮す 第５款教育課程の編成・実施に当たって配慮す
べき事項

 生徒が自己の在り方生き方を考え，主体的に進
路を選択することができるよう，学校の教育活動
全体を通じ，計画的，組織的な進路指導を行い，
キャリア教育を推進すること。 （教育課程の編
成）





キャリア教育の登場(1999年12月)キャリア教育の登場(1999年12月)
（中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」）

キャリア教育(望ましい職業観・勤労観キャリア教育( ま 職業観 勤労観
及び職業に対する知識や技能を身に付
けさせるとともに 自己の個性を理解しけさせるとともに、自己の個性を理解し、
主体的に進路を選択する能力・態度を主体的に進路を選択する能力 態度を
育てる教育)を小学校段階から発達段
階 応じ 実施する必要がある階に応じて実施する必要がある。



2002年 職業観 勤労観を育む学習2002年 職業観・勤労観を育む学習
プログラムの枠組み（例）提示枠組 （例）提示



社会（企業）がもとめる職業能力とは何か

 就職基礎力 2004年 厚生労働省

 社会人基礎力 2006年 経済産業省

 ジョブ・カード制度 200８年 厚生労働省 ジョブ カ ド制度 200８年 厚生労働省



就職基礎力
「企業が採用に当たって重視し、基礎的なものとして比較的短期間に訓練により向上可
能な能力」（2004年「若年者の就職能力に関する実態調査」厚生労働省）

 コミュニケーション能力

・意思疎通 ・協調性 ・自己表現能力

 職業人意識

・責任感 ・向上心・探究心 ・職業意識・勤労観

 基礎学力

・読み書き ・計算・計数・数学的思考力 ・社会人常識

 ビジネスマナー

・基本的なマナー

 資格取得

・情報技術関係 ・経理・財務関係 ・語学力関係



社会人基礎力
「職場や地域社会の中で多様な人々とともに仕事を行なっていく上で必要な基礎的な
能力」（2006年「社会人基礎力に関する研究会－中間取りまとめ－」経済産業省）

 前に踏み出す力（アクション）

主体性 働きかけ力 実行力・主体性 ・働きかけ力 ・実行力

 考え抜く力（シンキング）

・課題発見力 ・計画力 ・想像力

 チ ムで働く力（チ ムワ ク） チームで働く力（チームワーク）

・発信力 ・傾聴力 ・柔軟性 ・状況把握力

・規律性 ・ストレスコントロール



ジョブ・カード制度における「職務遂行のための基本的能力」
「正社員経験の少ない人が、キャリア・コンサルティング様子や、職業訓練の評正社員経験の少ない人が、キャリア ンサルティング様子や、職業訓練の評
価を『ジョブ・カード』にとりまとめ、常用雇用を目指した就職活動やキャリア形成
に活用する制度」（厚生労働省、 2008年 ）

組働く意識と取組
自らの職業意識・勤労観を持ち職務に取り組む能力
責任感責任感
社会の一員としての自覚を持って主体的に職務を遂行する能力
ビジネスマナー
円滑に職務を遂行するためにマナーの良い対応を行う能力円滑に職務を遂行するためにマナーの良い対応を行う能力
コミュニケーション
適切な自己表現・双方向の意思疎通を図る能力
ム クチームワーク

協調性を発揮して職務を遂行する能力
チャレンジ意欲ャ ジ意欲
行動力、実行力を発揮して職務を遂行する能力
考える力
向上心 探究心を持って課題を発見しながら職務を遂行する能力向上心、探究心を持って課題を発見しながら職務を遂行する能力



キャリア教育の推進に関する総合的調査キャリア教育の推進に関する総合的調査
研究協力者会議報告書（2004年）

• キャリア教育を、端的には「児童生徒一人一
人の勤労観 職業観を育てる教育 とする人の勤労観、職業観を育てる教育」とする。

• 学校でキャリア教育に取り組む意義を示す。学校でキャリア教育に取り組む意義を示す。

（1） 教育改革の理念と方向性を示すキャリア教育
（2） 子どもたちの「発達」を支援するキャリア教育（2） 子どもたちの「発達」を支援するキャリア教育
（3） 教育課程の改善を促すキャリア教育
• 進路指導との関連を「進路指導の取組はキャ
リア教育の中核」と位置づける。リア教育の中核」と位置づける。



小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推
進の手引 －児童生徒一人一人の勤労観、職業観を

育てるために－（2006,文部科学省）

• キャリア教育の必要性を示す。
• キャリア教育の意義を示すキャリア教育の意義を示す

子どもたちが「生きる力」を身に付け、社会の激しい
変化に流されることなく それぞれが直面するであろ変化に流されることなく、それぞれが直面するであろ
う様々な課題に柔軟にかつたくましく対応し、社会
人・職業人として自立していくことができるようにする人・職業人として自立していくことができるようにする
教育の推進が強く求められている。



学校から社会への移行をめぐ 子どもたちの生活・意識の変容学校から社会 の移行をめぐ
る課題

①就職・就業をめぐる環境の激

子どもたちの生活 意識の変容

①子どもたちの成長・発達上の課
変

・新規学卒者に対する求人状況

の変動

題

・身体的な早熟傾向に比して、精

神的 社会的自立が遅れる傾向の変動

・求職希望と求人希望との不適

合の拡大

雇用シ ム 変化

神的・社会的自立が遅れる傾向

・働くことや生きることへの関心、

意欲の低下
・雇用システムの変化

②若者自身の資質等をめぐる課

題

意欲の低下

②高学歴社会におけるモラトリア

ム傾向題

・勤労観、職業観の未熟さ

・社会人・職業人としての基礎的

資質 能力が未成熟

・職業について考えることや、職業

の選択・決定を先送りにするモラ

トリアム傾向の高まり資質・能力が未成熟

・社会の一員としての意識の希薄

さ

トリアム傾向の高まり

・進路意識や目的意識が希薄なま

ま、進学・就職する者の増加ま、進学 就職する者の増加



キャリア教育の推進
望ましい勤労観、職業観の育成

小・中・高を通じた組織的・系統的な取り組み
一人一人の発達に応じた指導

職場体験・インターンシップ等の充実

人間関係形成能力 情報活用能力人間関係形成能力 情報活用能力
将来設計能力 意思決定能力



生きること

学ぶこと
広義のキャリア

学ぶこと
働くこと
狭義のキャリア狭義のキャリア





進路指導の６活動
文部省「中学校・高等学校進路指導の手引き－進路

指導主事編」1977年）

• ① 個人資料に基づいて生徒理解を深める活動と生徒
に正しい自己理解を得させる活動（自己理解）に正しい自己理解を得させる活動（自己理解）

• ② 進路に関する情報を得させる活動（進路情報理
解）解）

• ③ 啓発的な経験を得させる活動（啓発的経験）

④ 進路に関する相談の機会を与える活動（キ リ• ④ 進路に関する相談の機会を与える活動（キャリ
ア・カウンセリング→コミュニケーション活動）
⑤ 就職や進学等に関する指導 援助の活動（移行支• ⑤ 就職や進学等に関する指導・援助の活動（移行支
援）

⑥卒業生の追指導等に関する活動（追指導）• ⑥卒業生の追指導等に関する活動（追指導）



①自己情報の理解①自己情報の理解

④キャリア・カウンセリング
(コミュニケーション活動）

③啓発的経験

(コミュニケ ション活動）

⑤移行
支援

⑥追指導

③啓発的経験

②進路情報の理解②

進路指導6活動の構造モデル進路指導6活動の構造モデル



啓発的経験
地域清掃活動・野外活動
環境保全活動 職場体験啓発的経験 環境保全活動・職場体験
ボランティア・福祉活動
奉仕活動など+ 話し合い・挨拶運動

奉仕活動など

話し合い 挨拶運動
カウンセリング
グル プ討議など

コミュニケーション活動
グループ討議など

人間関係形成・情報活用・将来設計・
意思決定など 能力 成意思決定などの能力形成



キャリア･スタート･ウィークキャリア･スタート･ウィーク

平成17年に文部科学省平成17年に文部科学省
が始めた中学校における
勤労観 職業観を育てる勤労観、職業観を育てる
ための5日間以上の職場体
験学習 その後 全国に験学習。その後、全国に
職場体験が拡大。

参考
中学校 職場体験実施率 ９６.５％

（ 実施 ）（５日以上実施は２０.７％）
国立教育政策研究所生徒指導研究センター（2009）

高等学校 プ実施率高等学校 インターンシップ実施率 64.6％
国立教育政策研究所生徒指導研究センター（2008）





学校と職場との連携の鍵を握る保護者学校と職場との連携の鍵を握る保護者
は職場体験をどのように考えているか。

保護者＝地域人＝職業人保護者 地域人 職業人

子ども将来とキャリア教育・キャリアガイ
ダンスに対する保護者の意識調査－日
本キャリア教育学会と労働政策研究・研修機構と本キャリア教育学会と労働政策研究 研修機構と

の共同研究－の結果をもとに
http://www.jil.go.jp/institute/reports/index.html



子どもの将来とキャリア形成に関するア
ンケート調査概要

目的 子どもの将来とキャリアガイダンスに対する保護者の• 目的：子どもの将来とキャリアガイダンスに対する保護者の
意識について調査する。

• 調査時期：2007年１～２月調査時期：2007年１ ２月
• 調査対象：３０代、４０代、５０代の男女の保護者対象を均等

に抽出し１,５００人に調査票発送。回収数１,３７２
（回収率９１．５％)

• 研究課題：
保護者は親として子どもの将来に何を望んでいるか・保護者は親として子どもの将来に何を望んでいるか。
・保護者は学校のキャリア教育についてどう考えているか。

・社会人、地域住民として、キャリア教育をどのように受けてい社会人、地域住民として、キャリア教育をどのように受けてい
るか。
・保護者の今後の社会情勢に対する認識はいかなるものか。



保護者は職場体験学習をどのように評
価しているか

45 .1 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

3 7 .2 %

3 0 .0 %

1 5 .1 %

2 0 .0 %

1 .8 % 0 .8 %

0 .0 %

1 0 .0 %

と て も

良 い こ と だ

良 い こ と だ ど ち ら と も

言 え な い

良 い こ と

で は な い

全 く

良 い こ と

で は な い

図表１ 中学校における職場体験学習に対する評価



職場体験を受け入れた経験のある保護者職場体験を受け入れた経験のある保護者

10 0 %

8 2 .9 %

8 0 %

1 0 0 %

6 0 %

4 0 %

1 7 .1 %

0 %

2 0 %

0 %

あ り な し

図表２ 職場体験の受け入れ経験の有無



保護者の職場体験を受け入れに対する意見
複数 答（複数回答）
0 10 20 30 40 50 60

(%)

48.2

454

良いことなので積極的に協力したい

対応・指導できる人員が少ない 45.4

23.9

対応・指導できる人員が少ない

中学生に何をさせたら良いのかわからない

ガを 合 応が難 23.7

22.5

ケガをした場合の対応が難しい

５日程度の職場体験でどのような効果があるのか分からない

12

8.7

仕事の障害になる

中学生にどう接して良いのかわからない

5.2

3

送り出し側の学校に対する対応が難しい

他のパート・アルバイトとの関係が難しい

図表３ 中学校における職場体験の受け入れに対する意見



地域住民としてキャリア教育にどの程
度関わることができるか

図表４ 地域住民としてのキャリア教育に対するかかわり



保護者が地域住民として将来に向けた
取り組みに関わる条件（複数回答）

図表５ 地域住民としてのキャリア教育に参画するための条件整備



キャリア教育支援人材の育成キャリア教育支援人材の育成

経済産業省 「キ リ 教育民間 デ ネ タ 育• 経済産業省 「キャリア教育民間コーディネーター育
成評価システム開発事業」

開発委員会を組織し デ ネ タ 人材を育成開発委員会を組織し、コーディネーター人材を育成
するプログラム及び評価システムの全国版のとりま
とめなどについて検討しているとめなどについて検討している。

中央職業能力開発協会 厚生労働省 「キ リア• 中央職業能力開発協会・厚生労働省 「キャリア・コ
ンサルティング研究会ーキャリア教育部会」

中学校 高校段階のキ リア教育に参画する専門人中学校・高校段階のキャリア教育に参画する専門人
材の能力要件や育成、活用について検討している。
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